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「交通バリアフリー法」改正に向けた提案

2006年4月
特定非営利活動法人　DPI日本会議
１．「移動（アクセス）の権利」を保障する
ハートビル法を満足してスロープをつけた建物のオーナーが車いす使用者の入館を断っても、同法違反ではない。この法律はスロープの設置は求めていても、車いす使用者がその建物を使えるかどうかは関知しない。交通バリアフリー法もしかり。新幹線の車いす対応席を予約するには２日前までにと、時刻表に明記してある。このルールに従えば、家族の急病に駆けつけられない。

法律は何のために作られるのか。普通の市民としての実質的な移動や利用を約束しない　法律に、利用者が大きな信頼を置くことはできない。

移動の権利がないから差別に対して法的に抵抗できない。

●国の言い分：

「移動や利用を権利として認めれば、国が交通サービスを提供する責任を負うことになり、交通事業に対する国の関与権限の強化や財政支出の大幅な増大あるいは非効率化を招く　といった問題があり、それに対しての国民の合意は得られていない」

私たちはそんな大げさなことを言っているのではなく、普通に交通機関が使えるように、拒否されないことを求めているに過ぎない。

「身体障害者補助犬法」が補助犬同伴時の利用の拒否を禁じているが、これは裏を返せば、それ以外の人に対しては利用の拒否が禁じられていないことを示している。
２．ハンドル形電動車いすでの利用を促進する
04年に大阪法務局は、ＪＲ東海がハンドル形電動車いす使用者の利用を拒否し続けている件について、重大な人権侵害にあたるとして速やかな改善を求めたが、この問題は現在でも一向に改善されておらず、新幹線や特急電車などデッキつきの車両の利用を拒否する　状態が続いている。
３．ＳＴＳを対象とする
STSについては、交通バリアフリー法成立時の付帯決議で「ＳＴＳ（スペシャル・　　　　　トランスポート・サービス）の導入及びタクシーの活用に努めること」とされていることもあって整備が必要であるが、タクシー運送事業者がやる場合は新法がカバーし、自治体やＮＰＯ等が行う移送・移動サービスは道路運送法の管轄となって新法の対象ではない、との国の見解が示されている。STSは公共交通を利用できない人の移動のかなめであり、それが新法で総合的にカバーされなければ、移動の実質が一元的に管轄されない。

４．付帯決議の検証
ハートビル法、交通バリアフリー法が成立したとき、法律に盛り込めなかったが重要な　　事項について、付帯決議がなされている。

この付帯決議については、新法に完全に取り込む必要がある。

※ハートビル法に関する衆議院附帯決議（平成14年６月28日））
５．ホテル、旅館、病院、老人ホームなど、宿泊や治療、療養等の滞在型用途に用いられる居室については、その一定の割合のバリアフリー対応が可能となるよう、適切な設計事例や設計方法の周知、利用者に対する情報の提供など必要な措置を講ずること。

（国交省の回答）　標準設計指針（ガイドライン）において優良事例等を紹介しているところ。

これでも東横イン問題は起きた。

５．東横イン問題
現行のハートビル法では、ホテルのバリアフリーな客室は求めていない。

玄関ホールやエレベーターだけがバリアフリーになったホテルでも、ハートビル法としてはOK。
ホテルの主目的は宿泊なのに、泊まれなくてもハートビル法でOKが出るのはおかしい。

その建物の主目的が使えなくて、どこがハートビルか。

この問題は2002年のハートビル法改正時にも指摘したが、国交省は取り入れず、東横インの問題につながった。

ホテルの客室については新法でカバーし、最低設置室数と設計上の技術基準を定めるべきことを強く求める。

６．リムジンバス、高速バス、観光バス
リムジンバス、高速バス、観光バスは新法でも対象外だが、すでにノンステップの　　　　高速バス等が実際に導入されており、技術的には可能であることが証明されている以上、新法では対象に含むべきである。

７．「身体の機能上の制限」
新法では、旧法にあった「高齢者、身体障害者等」の「身体」が削除され、 「高齢者、　　　　　障害者等」となった。しかし法律の文中では 「身体の機能上の制限を受ける者」という　　表現になっており、法文の文言を変えるべき。

その上で、「身体」以外の方への具体的な政策を提示すべき。

８．ハイヤー・タクシーを対象とする
ハイヤー･タクシーは含まれる模様だが、具体的にどうなるかは不明な点が多い。

わたしたちは「福祉タクシー」などと呼ばれる車いす対応の専用車ではなく、一般に　　　流しとして走る兼用車を求めており、長年にわたってロンドンタクシーやアメリカの　　ランプキャブの紹介を行なってきた。車いす対応車が特殊車として扱われ、一般車の改善が進まないようだと問題であり、一般車をどう改善していくかについて列車や航空機と　同様に数値目標と達成年限を掲げて整備していくことを求める。

９．可動式ホーム柵・ホームドアの設置を促進する
ホームでの事故（2003年度）

ホームからの転落死傷者42人、うち死亡者21人

ホーム上での（車両との）接触死傷者64人、うち死亡者5人。

線路内立入り死傷者216人、うち死亡者169人

（※参考までに、2002年度）

ホームからの転落死傷者47人、うち死亡者21人

ホーム端の警告ブロックが有効ではないことは明らか。
都営地下鉄三田線では、可動式ホーム柵を導入して５年間、転落事故が一件も起きて　　　いない→　ホームからの転落等の事故が減らない以上、可動式ホーム柵の導入を真剣に　考える必要がある。

10.（鉄軌道）車両とホームの段差・隙間の解消を進める
福岡市営地下鉄七隈線の成功から、技術的には可能なことが明らかである。にもかかわらず新設の「つくばエクスプレス」でも解消はされていない。エレベーターが設置されても、ホームとの段差・隙間の一ヶ所のために、車いす使用者の自由な移動が実現されていない。

11．エレベーター整備を促進し、エスカレーターの安全性を促進する
エスカレーターはどうしてもエレベーターが設置できない場合の例外的代替措置として　のみ認められているが、その例外を認める条件が明示されておらず、輸送能力に優れる　　エスカレーターに安易に代替させている例が見られる。エスカレーターでは転落事故も　起きており、車いす使用者は安心して利用できない。また駅員がいなければ移動が　　　　できないという点も交通バリアフリー法の精神とは逸脱している。どうしても代替を　　認めなければならない場合でも、その運用は公開された基準にもとづいて公正に運用されなければならない。

12．乗降5000人未満の駅・周辺の整備を促進する
基本構想の作成は5000人以上の駅という先入観があり、小規模な駅は切り捨てられがちで、本当に生活に密着したところが抜け落ちる可能性がある。これも付帯決議で言及されて　おり、旧法から自治体が重要だと考えれば5000人に満たなくても基本構想の作成ができるような枠組みがあるが、実質的には、小さな駅しか持たない自治体は、基本構想は他人事のように考えている。

13．トラブル・クレーム等の相談・事故調査機関を設置する
国土交通省はホットラインステーションを設置。国土交通行政に関する要望、意見等を　　受けているが、 ここに寄せられる事例や意見の処理はどうなされ、公開されるのかに　　ついて、国交省の態度は明らかになっていない。
14．“交通に関する基本的な法律”を制定し、自治体による地域交通計画、移動円滑化基本構想の策定を促進する
交通バリアフリー法は鉄やコンクリートの事を定めるばかりで、地域交通計画の考えが　ないので、鉄道、バス、自家用車などの役割分担とまちづくりを一緒に扱えない。

今回の法案でも地域交通計画の考えは入っていない。

公共交通を軸とした“移動（アクセス）に関する基本的な法律”を制定し、それに伴い自治体主導による地域における交通基本計画等の策定を促すことを提案する。
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